２．仕事と生活の調和の推進


（１）男女とも仕事と生活の調和を図り、心豊かな生き方ができる環境の整備
少子・高齢化が進み、労働力人口が減少する中、雇用の場において能力と意欲のある女性を人材として積極的に活かすことができるよう支援していきます。また、府民一人ひとりが豊かな生活を送ることができる大阪をめざし、男女ともに子育て・介護をしながら働き続けることができるよう、仕事と生活の調和を推進していきます。グローバル化が進展する中で企業が持続可能な成長を続け、活力ある大阪を実現するためにも、仕事と生活の調和の推進に取り組んでいきます。中小企業の多い大阪においてこそ、生産性の高い働き方への変革も含め、男女とも仕事と生活の両立ができる環境の整備に取り組みます。

【具体的施策】

①　働き方の見直しと働き続けやすい職場環境整備の取組促進　

〔総務部、府民文化部、健康医療部、商工労働部、警察本部等全部局〕
・事業主、人事労務担当者、管理者、労働者に対し、育児・介護休業制度等の周知と利用促進に向けた啓発を行うとともに、仕事と子育ての両立が図れるよう配慮した事業所の先進的な取組を紹介するなどし、働き続けやすい職場環境づくりを促進します。
・労働者が男女ともに仕事と家庭や地域活動とをバランスよく両立させ、生涯を通じて充実した生活を送ることができるよう、総労働時間の短縮、所定外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進、各種休暇制度の充実や子育て・介護との両立に向けた制度の定着促進、非正規労働者の待遇改善など、企業等に対して働き続けやすい職場環境づくりのための啓発等を行います。
・経済団体や労働組合等と連携してワーク・ライフ・バランスの必要性を周知するとともに、中小企業も含め府内企業において働き続けやすい職場環境づくりの取組がより一層推進されるよう、仕事と子育ての両立支援など、男女ともに働きやすい職場環境づくりを進める意欲のある企業の取組を応援するため、「男女いきいき・元気宣言登録制度」の充実や、府が行う公募型プロポーザル方式等の公共調達において男女共同参画に積極的に取り組む企業を評価する等の具体的な方策を検討します。
・医療現場、警察業務など、長時間労働等の厳しい就労環境にある職場において、仕事と生活の調和の実現に向けた取組が促進されるよう、就労環境の改善等に向けた先進的な取組を情報提供するとともに、働き方の見直しに向けた啓発等を行います。
・大阪府では、時間外勤務の縮減を図るとともに、次世代育成支援対策推進法に基づく「大阪府特定事業主行動計画～みんなでサポート！子育てしやすい環境づくり～」（平成23年１月策定）による両立支援策を実施し、男女がともに子育てに参画する重要性を啓発し、男性職員の育児等にかかる休暇制度の取得促進を図るなど、職員が男女ともに家庭責任を担いながらも働きやすい職場環境づくりを行います。
②　出産、子育てのための退職後の再就職の支援　　〔商工労働部〕
・出産、育児のために、一旦、仕事を辞めた女性の再就職を支援するため、情報提供や相談、自己啓発・能力開発のための講習、研修等を実施します。
③　男女雇用機会均等の更なる推進　
〔総務部、府民文化部、商工労働部、教育委員会、警察本部等全部局〕
・男女が均等な雇用機会を得､均等な待遇を受け、個人としての能力が発揮できるよう、事業主、人事労務担当者、管理者、労働者に対して、男女雇用機会均等法のより一層の周知を図るとともに、教育の場においても啓発を行います。
・各種調査の実施により、賃金･就労形態など女性労働者の実態把握に努めるとともに、同一価値労働同一賃金原則に係る労働の評価のあり方や賃金格差是正を図る方策等の情報を収集し､提供に努めます。
・中小企業をはじめとする企業において、ポジティブ・アクションが推進されるよう啓発を行います。また、積極的にポジティブ・アクション等の取組を行っている企業を顕彰するとともに、先進事例を収集し、府民に提供します。
・女性が働きながら安心して出産できる環境を整備するため、男女雇用機会均等法等に基づく妊娠中及び出産後の女性労働者の健康管理に関する措置について、事業主、人事労務担当者、管理者、労働者へ啓発を行います。また、妊娠・出産により女性労働者が不利益を受けないよう、事業主、労働者等へ啓発を行います。
・企業におけるセクシュアル･ハラスメント防止の取組が進むよう、男女雇用機会均等法及びセクシュアル･ハラスメント防止のための指針を、事業主、労働者等へ周知します。また、事業主等に対し､事後対応を含めたセクシュアル･ハラスメント対処方策についての情報提供を図り、事業主と労働者を対象とした労働相談を行うとともに、個別労使紛争解決に向けた調整等を行います。
・大阪府において、セクシュアル･ハラスメント防止対応指針の徹底、研修の実施、相談窓口の設置などにより、セクシュアル・ハラスメントのない快適な職場環境づくりに向けての取組を行います。
④　多様な働き方への支援　〔府民文化部、商工労働部、環境農林水産部〕
・フルタイム労働者とパートタイム労働者との均衡を考慮した処遇や労働条件の確保を図るため､事業主、人事労務担当者、労働者へ、「パートタイム労働法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）」を周知します。また、短時間労働者に関する国の研究などの情報を収集し、提供に努めます。
・在宅で働く者の権利が十分に守られるよう、「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」の周知を図るとともに、在宅ワークに関するポータルサイトの運営などにより、ITを活用した各種の情報提供等を行います。
・農業、自営業における従業者の実態把握や仕事と生活の調和の普及に努めるとともに、仕事と育児や介護との両立を支援するため、家族経営協定の普及や、男性の家事・育児・介護等への参画を促進します。

（２）多様なライフスタイルに対応した子育て支援

男女の別や就労の有無に関わらず、安心して子育てができる社会の実現に向け、男女がともに子育てに喜びや生きがいを感じることができるよう、「社会全体で子育てを支えていく」という考え方に立ち、保育サービスの充実等仕事と子育ての両立支援や地域における子育て支援、男性の家事・育児等参画の促進等を進めます。
【具体的施策】
①　子育てと仕事が両立できるよう保育所等の環境整備の促進
〔府民文化部、福祉部、健康医療部〕
・待機児童の解消に向けて、保育所等の入所枠の拡大を促進するとともに、保護者の就労形態やニーズに応じて、延長保育、病児・病後児保育、夜間・休日保育、特定保育等、多様できめ細かな保育サービスの提供を促進します。
・共働き世帯が長時間、安心して幼稚園に子どもを預けられるよう、幼稚園において、教育時間終了後も引き続き園内で過ごせる預かり保育や休日、夏休み保育など幼稚園の保育サービスの拡大を推進します。
・放課後児童クラブの利用者等のニーズを踏まえ、開設時間の延長や大規模クラブの分割化等、放課後児童クラブの運営の充実を図る市町村の取組を支援します。
・保育所、放課後児童クラブにおける障がい児の受入体制の充実や、ひとり親家庭の子どもの優先入所を促進します。
・病院内保育所運営事業への助成制度等の活用を通じ、病院内保育所の更なる充実を図ります。
②　地域における子育て支援策の充実

〔府民文化部、健康医療部、福祉部、都市整備部、教育委員会、警察本部〕
・子育ての悩みなどに関する様々な相談に対応するため、福祉、保健・医療、教育、警察等の専門機関が、実践研修の実施等に努め、地域の関係機関と連携、協働しながら、効果的、総合的な相談支援を推進します。また、子ども家庭センター、保健所・市町村保健センター、保育所、幼稚園、学校などの各機関と、府民に身近なＮＰＯ、ボランティアが連携し、地域で気軽に相談できる多様な相談窓口の整備を進めます。
・地域福祉・子育て支援交付金を活用し、市町村が創意工夫を凝らし、住民ニーズに沿った施策を展開できるよう支援を行います。
・幼稚園において、地域の子育て支援センターの機能を活用し、子育て支援や、保護者同士あるいは世代を超えた交流の場づくり・機会づくりを推進します。
・子ども家庭センターが市町村と連携し、孤立しがちな家庭、専門的な支援を要する家庭等の見守り・支援を行います。
・学校、児童館、青少年会館等の既存資源の活用などにより、放課後等の安全で安心な子どもの居場所づくりを推進します。
・子どもの遊びや運動の場となる公園等の整備、自然に親しむイベント等の実施などに取り組みます。
・「まいど子でもカード」事業の普及・拡大などを通じて、子育てを社会全体で応援する機運を醸成します。

③　子どもの保健・医療の推進　〔健康医療部〕　　
・ 妊婦・乳幼児の疾患等に対する救急医療をはじめとする医療提供体制の体系的整備を行うとともに、小児科医の医療機関情報などの情報を提供するほか、各種医療相談を充実します。
・市町村における妊婦・乳幼児に対する定期健診、保健師等による保健指導・訪問指導や、疾病の予防・早期発見、障がいの受容についての支援、育児不安・アトピーなどのアレルギー疾患等への相談指導などの推進を図ります。

（３）生涯を通じた男女の健康支援
男女がお互いの身体的特性を十分に理解しあい、人権を尊重しつつ相手に対して思いやりを持って生きていくことは、男女共同参画社会の実現にあたっての前提となるものであり、男女とも心身及び健康について、知識･情報を得て主体的に行動し健康を享受できるような取組を進め、男女双方の生涯にわたる健康支援を進めていきます。特に、女性は、妊娠・出産をする可能性もあるなど、生涯を通じて男女は異なる健康上の問題に直面することに留意して施策の展開を図ります。

男女とも平均寿命が伸びていますが、大阪府は全国の中でもがん死亡率が高いことから、がん等の検診受診率を高め、積極的に予防に取り組み、早期発見、早期治療に取り組みます。
また、昨今、職場での長時間労働、様々なストレス等からうつ病や自殺などの増加が問題となっています。男女を問わず、心身ともに健康対策を積極的に行うとともに、働き方の見直しなどに取り組みます。

こうした状況を踏まえ、男女双方の、その中でも特に女性の生涯を通じた健康を支援するための総合的な対策を推進します。
【具体的施策】
①　生涯を通じた男女の健康の保持増進等
ア　生涯を通じた男女の健康の保持増進　　〔健康医療部〕
・生涯を通じた健康の保持増進のため、健康相談、普及啓発、健康診査・指導等を推進します。
・女性の妊娠・出産に関わる機能の重要性や、妊娠・出産等に関わる男女双方の責任意識について啓発するとともに、男女が自らの健康状態に対して、主体的に考え、行動することにより、健康を享受していくことができるよう、情報提供・相談体制の整備、意識啓発を行います。
・女性の生涯を通じた健康支援の総合的な推進を図る観点から、保健所・市町村保健センターの保健師等に対する研修を充実します。
・自殺予防等心身の健康維持の支援を進めるとともに、自殺者全体の約４割が40 歳代から60 歳代の男性である現状に鑑み、中高年の男性及びその周囲の人を中心に自殺予防に関する啓発活動を推進します。
・食生活やこれを取り巻く環境が急激に変化する中で、栄養の偏りや食習慣の乱れがみられ、健康への影響が懸念されています。こうした中、男女を問わず、食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践する能力を育むべく、食育に関する施策を推進します。

イ　性に関する適切な情報の提供と性教育の推進　〔福祉部、健康医療部、教育委員会〕
・自らの身体と相手方の身体について正しい理解を深め、性に関する適切な態度や行動の選択ができるよう、発達段階に応じた性教育を実施します。
・女性が主体的に妊娠・出産等に関して適切に自己管理を行うことができるよう、正しい情報を提供します。
②　ライフステージに応じた健康対策の推進　
ア　思春期における保健対策の推進　〔福祉部、健康医療部〕
・自ら主体的に考え、健康を享受するという観点から、自分の成長を阻害し、将来の健康に影響を与える食生活の乱れや拒食・過食等の予防を図るため、保健所等において望ましい食生活に関する知識の普及や相談を行います。
・性感染症やＨＩＶ／エイズについて、正しい知識の普及・啓発、早期受診と治療の徹底、相談・検査・医療体制の充実などにより、予防から治療までの総合的な対策を推進します。
・思春期における性行動の低年齢化の現状等が、性感染症などの健康障がいや次世代への影響も及ぼしかねない問題との理解を深めるため、思春期の男女双方に家庭、地域等の連携による啓発普及や相談等を行います。
イ　妊娠・出産等に関する健康支援　〔健康医療部〕
・安全で安心な妊娠・出産を確保するため、総合的な周産期医療体制の充実を図ります。
・かかりつけ医をもたない未受診妊産婦等の休日・夜間等の救急搬送に対応する体制を確保します。
・「妊婦健診未受診」や「望まない妊娠」を防止するため、女性のからだや性の悩みに対応する相談等を行い、妊娠から育児期における母子の健康と安全を確保します。
・不妊等に悩む人に対し、治療等に関する情報の提供や相談事業を実施するとともに、不妊治療に要する費用の一部を助成し、支援を行います。

ウ　成人期・高齢期における健康づくりの推進
〔府民文化部、福祉部、健康医療部、商工労働部〕
・更年期うつなど更年期障害の症状の改善を図るため、医療相談や医療情報の提供に努めます。

・疾患の罹患状況が男女で異なるため、性差に応じたがん検診（乳がん、卵巣がん、子宮がん、前立腺がん）や、骨粗しょう症など女性に多く見られる疾病を予防するため、検診の受診や疾病に関する正しい知識についての啓発を行います。
・乳がんについては、早期発見のため、自己検診法の普及に努めるとともに、検診機関のマンモグラフィ設備に助成することや、検診従事者の養成を図るなど検診体制の整備を促進し、受診率と検診の精度を高めます。
・心身の健康の保持増進の観点から、長時間労働等の働き方の見直しや労働時間の短縮などについて、広報・啓発行います。
・だれもがいつでも気軽に運動できる場を提供するとともに、健康づくりを意識した運動を、生涯を通じて習慣づけることについての啓発を行います。

エ　薬物乱用、喫煙・飲酒対策の推進　〔健康医療部、警察本部〕
・妊娠に関連した異常やがんなど喫煙が健康に及ぼす影響についての知識の普及を行い、禁煙を望む人を増やすとともに、禁煙サポートを推進します。また、公共の場など多数の者が利用する空間や職場での禁煙の徹底を図るなど受動喫煙の防止を推進します。さらに、未成年者の喫煙防止と喫煙習慣化を防止する教育を推進します。
・妊娠中の胎児への影響をはじめ飲酒が健康に及ぼす影響や適正な飲酒について知識の普及を行います。また、未成年者の飲酒に関する問題に対処します。
・乱用薬物の供給を遮断するとともに、薬物乱用を未然に防止する教育・啓発を行います。また、薬物乱用の影響に関する正しい知識を広く普及し、薬物乱用を許さない社会環境の形成を進めます。

③　働く男女の健康管理対策の推進〔商工労働部〕
・職場における健康管理を進めるため、労働安全衛生法の周知や職場のメンタルヘルスに関する啓発を行います。また、中小企業等において、職場のメンタルヘルス対策を推進する人材の養成を図るため研修を行います。
・妊娠・出産に関わる機能の保護について、企業等の事業主に啓発を行うとともに、健康管理に関する情報提供を充実します。
仕事と生活の調和は、人々の健康を維持し、趣味や学習、ボランティア活動や地域社会への参画等を通じた自己実現を可能にするとともに、育児・介護も含め、家族が安心して暮らし、責任を果たしていく上で重要なものです。また、社会を構成する多様な人材の社会参画を進める上でも、さらには、労働生産性を高めるなど企業経営にも不可欠であり、その実現が求められています。


このため、働き方の見直しや多様な働き方への支援を進めるなど、働き続けやすい環境づくりを進めるとともに、多様なライフスタイルに対応した子育て支援や男女の生涯を通じた健康支援に取り組む必要があります。


特に、大阪は中小企業が多く、経営者が率先して取り組むことにより、柔軟な働き方等が大きく進む可能性があります。また、大阪では、近世から様々な町人文化が育まれるとともに、現在も、演劇や音楽等都市の有する多彩な文化を享受し、大都市圏の特性を活かした心豊かな生活を送ることが可能です。男女とも自らの意思により、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて、仕事と生活のバランスについて多様な選択ができる社会をめざす必要があります。








14

